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１ 検査結果の大要

事 項 等
令和５年度報告 令和４年度報告

件数 金 額 件数 金 額

不当事項 ２９４件 ７７億３６８６万円 ２８５件 ９７億６３７５万円

意見を表示し又は処置を要求した事項

３４条関係 ４件 ５億３４２７万円 ３件 ３億１４０９万円

３４条及び３６条関係 ２件 １０億６３８３万円 ３件 ５億４９９９万円

３６条関係 １６件 ５０６億３２６９万円 １４件 ３００億９６６４万円

小計 ２２件 ５２２億３０７９万円 ２０件 ３０９億６０７２万円

本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講
じた事項

２２件 ５０億６４１１万円 ２８件 １７３億０６１５万円

指摘事項計 ３３８件 ６４８億６２１８万円 ３３３件 ５８０億２２１４万円

国会及び内閣に対する報告（随時報告） １件 ３件

国会からの検査要請事項に関する報告 ー ４件

特定検査対象に関する検査状況 ６件 ４件

総 計 ３４５件 ６４８億６２１８万円 ３４４件 ５８０億２２１４万円

（注）「不当事項」と「意見を表示し又は処置を要求した事項」の両方で取り上げているもの及び「不当事項」と「本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項」の両方で取り上げ
ているものがあり、それぞれその金額の重複分を控除しているので、各事項の金額を合計しても計欄の金額と一致しない。
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＜省庁等別・事項別検査結果＞

件数 指摘金額 件数 指摘金額 件数 指摘金額 件数 指摘金額

内閣府（本府） 15 7302万円 1 3135万円 16 1億0437万円

内閣府（警察庁） 1 2億3703万円 1 2億3703万円

内閣府（こども家庭庁） 2 1億3935万円 2 1億3935万円

復興庁 1
文部科学省、農林水産省、国土交

通省に計上
1

文部科学省、農林水産省、国土交

通省に計上

総務省 20 3億0714万円 20 3億0714万円

外務省 1 4900万円 1 3億7809万円 2 4億2709万円

財務省 1 3億3602万円 1 4759万円 2 4億4660万円 4 8億3021万円

文部科学省 24 2億6368万円 3 11億4341万円 27 14億0709万円

厚生労働省 127 55億6783万円 4 20億3889万円 3 1億9554万円 134 77億6623万円

農林水産省 17 1億2911万円 5 351億8165万円 2 3389万円 24 353億4465万円

経済産業省 3 1033万円 1 中小企業基盤整備機構に計上 1 16億2644万円 5 16億3677万円

国土交通省 30 6億2408万円 5 15億4265万円 3 1億5880万円 38 23億2553万円

環境省 8 1億6458万円 8 1億6458万円

防衛省 2 4373万円 3 11億5779万円 5 12億0152万円

日本私立学校振興・共済事業団 2 565万円 2 565万円

高速道路株式会社 1 2822万円 1 2182万円 2 5004万円

全国健康保険協会 1 2444万円 1 2444万円

国際協力機構 1 外務省に計上 1 外務省に計上

中小企業基盤整備機構 43 1億7274万円 1 9億5648万円 44 9億9566万円

都市再生機構 1 8億5000万円 1 8億5000万円

住宅金融支援機構 1 110億3409万円 1 110億3409万円

日本放送協会 1 1068万円 1 背景金額 2 1068万円

計 294 77億3686万円 22 522億3079万円 22 50億6411万円 338 648億6218億円

不当事項
意見を表示し又は処置を要求

した事項

本院の指摘に基づき当局にお

いて改善の処置を講じた事項
計

省庁等名

注(1) 金額は指摘金額のみ計上（背景金額は未計上）。事項の中に重複しているものなどがあるため計欄が一致しないものがある。

注(2) 「背景金額」とは、法令、制度等に関し改善を必要とする事項があると認める場合などにおいて、指摘金額を算出することができないときに、その事態に関する

支出額等の全体額を示したもの
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３ 令和５年度決算検査報告の特徴的な案件

１ デジタル田園都市国家構想推進交付金により実施した事業の交付対象事業費の一部が対象外

２ 犯罪被害者等給付金の支給に伴い国が取得する損害賠償請求権の債権管理

３ 離島伝送用専用線設備維持管理事業の補助対象事業費の一部が対象外

４ 戸田公園内に所在する普通財産の管理等

５ ＧＩＧＡスクール構想の一環として高校に整備された学習者用コンピュータの貸与状況等

６ 労働保険の保険料の申告書等の郵送に必要となる業務の見直し

７ 橋脚の耐震補強の設計が不適切

８ 購入した設備が事業の用途に一度も使用されず補助の目的不達成

９ 国産乳製品等競争力強化対策事業で取得した浄化槽を目的外に使用

10 潜水艦の鉛主畜電池の充電に要する電力料の支払

11 生活習慣病予防健診の一般健診における眼底検査の費用負担

12 （独）農林漁業信用基金が行う農業信用基金協会に対する貸付金の規模
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２ 犯罪被害者等給付金の支給に伴い国が取得する損害賠償請求権の
債権管理（処置要求）

警察庁

犯罪被害
者等給付
金（給付
金）等の
概要

検査の
結果

要求する
処置

2億3703万円(指摘金額)

48億7300万円(背景金額)

✓ 給付金は、法律に基づき、犯罪行為により不慮の死を遂げた者の遺族又は重傷病を負い若しくは障害が残った者
（犯罪被害者等）に対して、犯罪被害等の早期の軽減及び平穏な生活への復帰を支援するため、警察庁（国）が支給

✓ 給付金の支給を受けようとする者は、都道府県警察本部等に申請し、都道府県公安委員会の裁定を受ける

✓ 都道府県警察本部は、裁定のための調査等を行い、収集した資料に基づき調書を作成し、裁定後、裁定に係る
調書等（裁定のための収集資料を除く）を国に送付

✓ 国は、給付金を支給したときは、その額の限度において当該給付金の支給を受けた者が有する犯罪被害の
損害賠償請求権を取得（求償権）

✓ 求償権は、犯罪被害者等が損害及び加害者を知った時から5年間行使しないときは、時効によって消滅

✓ 歳入徴収官等は、その所掌に属すべき債権が発生したときなどは、遅滞なく、債権金額等を調査し、確認の上、
これを債権管理簿に記載するなどし、その履行を請求するために、債務者に対して納入の告知

✓ 平成30年度から令和4年度までの間に支給した給付金（計1,838件、計48億7300万円）を検査

➢ 国は、犯罪被害者等の加害者に対する損害賠償請求権が発生しないものを除いて求償権を取得

➢ 警察庁は、全ての求償権に係る債権金額等について、債権回収の見込みがないなどとして、調査確認及び
債権管理簿への記載を行っていなかった

✓ 上記のうち、17都県警察が裁定のための調査等に関する事務の処理を行った計821件、計21億4921万円を確認

➢ 給付金計427件、計9億5857万円に係る損害賠償請求権が、令和6年3月末時点で加害者が時効を
援用できる状態

➢ 裁定のための調査等の結果、裁定に係る調書や収集資料に加害者に資力があると思料される記載があるのに、
警察庁においてそれを債権金額等の調査確認に十分活用していない（計78件、計2億3703万円）

✓ 給付金を支給して、国に帰属した求償権に係る債権金額等を債権管理簿に適切に記載するよう是正

✓ 求償権に係る債権の帰属を速やかに歳入徴収官等に通知し、裁定に係る調書における加害者の資力に関する
事項を十分活用して債権金額等の調査確認を行った上で加害者に対する納入の告知を行うなど適時適切な
債権管理を行うための事務処理体制を整備

✓ 求償権に係る債権管理に十分活用するために、裁定のための収集資料における加害者の資力に関する事項に
ついて、裁定に係る調書に適切に記載するよう都道府県警察に周知

7本資料は表現を一部簡略化等しているため、詳細は令和5年度決算検査報告pp.52-57を参照
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厚生労働本省

業務の

概要

検査の
結果

要求する
処置

1億6253万円(指摘金額)

✓ 厚生労働本省は、毎年度、労働保険の保険料の納付に係る事務（年度更新）が開始される直前に、

     年度更新の際に必要となる申告書や記入要領等を事業主に対して郵送

⇒申告書や記入要領等の印刷・作成等といった郵送に当たり必要となる業務を実施

✓ 平成16年度の年度更新から、オンラインによる申告書の提出（電子申請）を開始。令和2年度には資本金等
の額が1億円を超える事業主（特定事業主）の電子申請を義務化するなど、電子申請の利用を促進

       ⇒電子申請を行う事業主が増加

✓ 令和4、5両年度の年度更新に係る業務の支払額（計15億6792万円）を検査

✓ 厚生労働本省は、特定事業主に対する申告書の郵送について、取りやめる方針としているものの、

取りやめに関する具体的な検討を行わず

⇒義務化して4年が経過し、電子申請の利用拡大の阻害要因となるため、具体的な検討を行う必要あり

✓ 電子申請を行った特定事業主以外の事業主（非特定事業主）に対する申告書の郵送について、

 電子申請が義務化されていないことから、継続して電子申請を行うとは限らないとして、取りやめず

⇒おおむね電子申請を継続しており、取りやめる事業主等の条件を検討すれば、取りやめ可能

✓ 記入要領等の郵送について、事業主が保険料を正しく算定するために有用なものであるなどとして、

 取りやめず

⇒記入要領等と同様の情報がウェブサイトに掲載されている旨を十分に周知すれば、取りやめ可能

✓ 郵送の取りやめによる業務の見直しにより、新たな業務が一部発生するものの、申告書や記入要領等の

印刷・作成の取りやめや、郵便の区分をより安価な定形郵便へと変更することが可能

⇒令和4、5両年度だけみても計1億6253万円が節減可能

✓ 特定事業主や電子申請を行った非特定事業主について、申告書や記入要領等の郵送の取りやめに関する
具体的な検討を行った上で、それらの郵送の取りやめ及び業務の見直しのための計画を策定すること

17

６ 労働保険の保険料の申告書等の郵送に必要となる業務の見直し
（処置要求）
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10 潜水艦の鉛主蓄電池の充電に要する電力料の支払（処置済）
防衛省

鉛主蓄電
池の充電
の概要

検査の
結果

当局の

処置

8132万円(指摘金額)

✓ 海上自衛隊（海自）の潜水艦は、3年に一度、定期検査を行うことが必要

✓ 定期検査等は、海自が潜水艦の製造元である川崎重工・三菱重工と請負契約を締結して、両会社が実施

✓ 請負契約の内容は仕様書に記載され、この内容を増減する場合は契約の変更が必要

✓ 海自の潜水艦25隻のうち20隻は、潜航中に電動機に電力を供給する目的で、鉛主蓄電池を搭載

✓ 鉛主蓄電池は、性能維持のため、一定の間隔で充電が必要

⇒定期検査等の間も、鉛主蓄電池の取扱説明書に定められた手順等に基づき、陸上の電源により

繰り返し充電

✓ 海自は、定期検査等の間に充電する予定電力量を仕様書に記載して請負契約を締結

✓ 予定電力量に基づき、充電に要する電力料を算出

✓ 令和2年度から4年度に締結された定期検査等の請負契約22件（充電に要する電力料相当額3億8043万円）を検査

✓ 22件のうち18件で、定期検査等の間に実際に充電した実績電力量と予定電力量との間にかい離が生じており、

このうち15件は、実績電力量が予定電力量を下回っていた

✓ かい離が生じた場合は、仕様書の内容の増減に該当するため、契約の変更が必要

✓ 予定電力量は過去の実績等を基にして算出したものであるため、海自は、実績電力量と予定電力量に

かい離が生じることを想定していなかった

⇒仕様書において、契約の相手方に実績電力量の記録の提出を求めていなかった

⇒海自は、かい離を把握できず、契約の変更を行わないまま契約金額どおりに支払

✓ 実績電力量に基づき、充電に要した電力料を計算すると、電力料相当額を8132万円節減可

✓ 仕様書において、契約の相手方に実績電力量の記録を提出させ、海自がこれを確認できる体制とする

ことにより、実績電力量と予定電力量にかい離が生じた場合に、契約の変更を確実に行うことができる

ようにした

・・

・・

25

※22件には定期検査の外、定期検査を行う際に実施する大規模な修理を含む









Copyright©2024 Board of Audit of Japan

12 （独）農林漁業信用基金が行う農業信用基金協会に対する
  貸付金の規模（処置要求）

農林水産本省

貸付け等
の概要

検査の
結果

要求する
処置

✓ 農林水産省は（独）農林漁業信用基金（信用基金）に出資金等を交付（令和4年度末時点累計367億5400万円）

✓ 信用基金は、国からの出資金等を財源に、各都道府県の農業信用基金協会（協会）に対して、
長期の資金を貸付け（4年度末時点貸付金残高計367億5350万円）

✓ この貸付けは、協会による積極的な保証の引受けを促進して農業等債務保証に係る保証債務の額の増大を
図ること等を目的

✓ 協会は、農業者等が融資機関から資金を借り入れる際にその債務を保証し、債務不履行に陥った場合は
貸付金等の資金を原資に代位弁済を実施（＝資金代位弁済）

✓ 独立行政法人（信用基金）は、独立行政法人通則法（通則法）に基づき不要財産を処分しなければならない
不要財産のうち、政府からの出資等に係るものについては、主務大臣の認可を受けて国庫に納付

✓ 本院は、貸付金の一部が将来も使用する見込みがない状況となっていたことから、平成24年に
農林水産大臣に対して、会計検査院法第36条の規定により改善の処置を要求（24年処置要求）
その結果、農林水産省は、出資金等123億8300万円を国庫に返納させることとする処置を講じていた

✓ 貸付金の規模を見直し、各協会に真に必要な額の貸付けを信用基金に行わせること

✓ 過大となる貸付金に相当する国の出資金等を、通則法に基づいて信用基金から国庫に納付させて、
貸付金及び国の出資金等を適切な規模のものとすること

✓ 貸付金及び国の出資金等の規模の見直しなどを適時適切に実施する体制を整備すること

29

218億7376万円(指摘金額)

✓ 資金代位弁済額は、平成25年度から令和4年度までの間、貸付金の年度末残高に対して低い水準で、減少傾向
（25年度の計40億6497万円（貸付金の年度末残高の11.0％）  4年度の計17億0471万円（同4.6％））

✓ 農林水産省は、24年処置要求を受けた貸付金の規模見直し後は、当該規模の見直しを実施せず

✓ 本院が各協会における今後の貸付金の必要額について保守的に試算
その結果、全47協会のうち39協会において、協会に対する貸付額（計343億3161万円）が必要額
（計124億5784万円）を計218億7376万円上回る状況で、上回った額については、今後も使用する見込みなし

本資料は表現を一部簡略化等しているため、詳細は令和5年度決算検査報告pp.297-304を参照




